



























益通算が禁止されたが、同改正法がその施行日（平成 16 年 4 月 1 日）からではな





























(1) 清永敬次『税法』24 頁（ミネルヴァ書房、第 7版、2007）。
(2) 山口敬三郎『重要租税判例の解釈』19 頁（同友館、2011）。
(3) 谷口勢津夫『税法基本講義』10 頁（弘文堂、第 3版、2012）。
(4) 金子宏『租税法』108 頁（弘文堂、第 17 版、2012）。同様の見解を示すものとして、田中二郎『租





















正措置法 31 条）。本件改正法は平成 16 年 3 月 31 日に公布され、翌 4 月 1 日より
施行されたのであるが、その附則 27 条 1 項（以下、「本件改正附則」という。）に
おいて、施行日前の同年 1月 1日から 3月 31 日の間に行われた資産の譲渡につい





京地裁、千葉地裁を第 1 審とする訴訟を提起した（以下、福岡地裁を第 1 審とす
る事件を「福岡事件」、東京地裁を第 1 審とする事件を「東京事件」、千葉地裁を
第 1審とする事件を「千葉事件」という。）。



















　そして、平成 15 年 12 月 17 日、与党である自民党において取りまとめられた「平
成 16 年度税制改正大綱」により、このような指摘が具体的に案として現れ、翌日
の平成 15 年 112 月 18 日には、日本経済新聞等で、土地建物等の長期譲渡所得に
ついて損益通算を廃止すること等の大綱の内容が報道された。
　平成 16 年 1 月 16 日、上記大綱の方針に沿った政府の平成 16 年度税制改正の要
綱が閣議決定され、これに基づいて作成された「所得税法等の一部を改正する法
律案」が、同年 2 月 3 日に国会に提出された。同法律案は、衆参両院で可決され
て成立し（本件改正法）、同年 3月 31 日に公布され、翌 4月 1日から施行された。
　このような経緯で改正が進められていた一方で、千葉事件の原告は平成 16 年 1
月 30 日に、東京事件の原告は同年 2月 26 日に、福岡事件の原告は同年 3月 24 日
に、それぞれ長期譲渡所得課税対象資産の譲渡を行っていた。
３　争点
　争点は、平成 16 年 3 月 31 日に公布され同年 4 月 1 日に施行された改正措置法










ると、大きく 2 つに分けられる。まず 1 つは、本件改正は遡及適用にあたると判
断したうえで、例外として許容される場合に該当するか否かを検討するものであ
り、福岡事件についての福岡地裁平成 20 年 1 月 29 日判決判時 2003 号 43 頁 (6)（以
下「福岡地裁判決」という。）と、その控訴審である福岡高裁平成 20 年 10 月 21


















(6) 評釈等として、山口・前掲注 (2)14 頁、橋本守次「判批（上）（下）」税務弘報 57 巻 2 号 46 頁、
3号 164 頁（2009）。
(7) 評釈等として、山口・前掲注 (2)14 頁、橋本・前掲注 (6)（上）46 頁、（下）164 頁、三木義一「租
税法規の遡及適用をめぐる二つの判決とその問題点」税理 51 巻 6 号 71 頁（2008）、浅妻章如「損
益通算制限立法の年度内遡及適用の可否」税務事例 40 巻 7 号 8 頁（2008）。












































　　本件改正は、平成 16 年 1 月 1 日を適用開始日としたものであったため、国民
が、平成 15 年 12 月 31 日以前に本件改正についてどの程度の予見可能性を有し
ていたかが検討された。




明であること、適用時期を平成 16 年 1 月 1 日からとすることを記載していたの
は日本経済新聞のみであることなどを指摘し、これらの報道によって図られる



































　　次に、本件改正の適用時期を平成 16 年 1 月 1 日からとしたことについては、
以下のとおり指摘した。
　　まず、仮に本件改正の適用時期を平成 17 年分所得税以降に遅らせた場合、平
成 16 年 12 月 31 日までの間に損益通算目的の駆け込み的な不動産売却がされ、
土地価格の安定化という目的を阻害することが予測されたことを指摘した。ま

































　ここでは、この判断をした判決のうち千葉地裁平成 20 年 5 月 16 日判決民集 65
巻 6 号 2869 頁 (9)（以下「千葉地裁判決」という。）を中心にみることにする。
　⑴　遡及適用の可否について
　千葉地裁判決は、租税法規の遡及適用については、その禁止を明文する憲法の
(9) 評釈等として、増田英敏「判批」TKC 税研情報 21 巻 2 号 22 頁 (2012)、首藤重幸「租税法にお
ける遡及立法の検討」税理 47 巻 8 号 2 頁（2004）、高野幸大「不動産譲渡損益通算廃止の立法












了時であるため、改正措置法 31 条が施行された平成 16 年 4 月 1 日時点では、納
税義務は未だ成立していない点を指摘した。つまり、成立した納税義務の変更は













































体的なおそれがあったと述べて、平成 16 年 1 月 1 日に遡って適用する合理性・
必要性を肯定することができるとした。























千葉地裁判決と同旨の判決として、東京高裁平成 20 年 12 月 4 日判決民集 65
巻 6 号 2891 頁（以下、「千葉事件控訴審判決」という。）、東京地裁平成 20 年 2 月
14 日判決訟月 56 巻 2 号 197 頁及びその控訴審である東京高裁平成 21 年 3 月 11
日判決訟月 56 巻 2 号 176 頁がある。
　このうち、千葉事件控訴審判決では、仮に、本件改正を 1 月 1 日に遡って遡及







最高裁平成 23 年 9 月 22 日判決民集 65 巻 6 号 2756 頁 (10)（以下「本件最高裁判決」
(10) 評釈等として、末崎衛「判批」税務ＱＡ 116 号 52 頁（2011）、橋本守次「『土地譲渡損失の損
益通算廃止の遡及適用は合憲』で結着－補足意見付き判決も」税務ＱＡ 128 号 19 頁（2012）、増田・
前掲注 (9)22 頁、渡辺充「遡及適用合憲判決と法律不遡及の原則（上）（下）」税理 55 巻 1 号 122 頁、



































































































(11) 水野・前掲注 (4)9 頁、金子・前掲注 (4)19 頁。


























（税通 15 条 1 項、2項 1号・3号）が、その基礎をなす課税要件事実（行為や事実）
は、期間の開始とともに発生し、累積するから、年度の途中で納税者に不利益な
改正をし、それを年度の始めにさかのぼって適用することは一種の遡及立法であ






































(15) 金子・前掲注 (4)108 頁。
(16) 三木・前掲注 (7)279 頁、283 頁。
(17) 三木・前掲注 (7)282 頁。
































































































(19) 末崎・前掲注 (10) 55 頁。





























　改正措置法 31 条は、平成 16 年 4 月 1 日施行であるから、本来は、同年 4 月 1
日以降の取引から適用されるべきであり、それにより事務負担が増大の増大を避
けたいというのであれば、平成 17 年の 1月 1日からの適用とするべきである。そ































(21) 金子・前掲注 (4)108 頁。同様の見解を示すものとして、田中・前掲注 (4)105 頁、清永・前
掲注 (1)24 頁などがある。
(22) 前掲最高裁平成 23 年 9 月 30 日判決の千葉勝美裁判官による補足意見も、「本件損益通算廃止





























前掲最高裁平成 23 年 9 月 30 日判決）は、本件改正法による「暦年当初からの課税」
を合憲と判断したが、その結論も理由も不当であるというべきである。
　筆者は、租税法律主義に関する問題を修士論文のテーマとし、法的安定性と予
測可能性の確保というこの原理の機能の面に関する問題を中心に検討を予定して
いる。今後も、租税法規の遡及適用に関する問題のほか、法的安定性と予測可能
性の確保という機能に関連する問題について、検討したいと考えている。
